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  農業センサスは、 後述するように 1840 年にアメリカが第 6 回人口センサスの付帯調査と
して、 農業に関する調査を行ったことを皮切りに、 その後 1850 年代頃からベルギーやフラ
ンスなどヨーロッパ諸国でも行われるようになり、現在は国連食糧農業機関（FAO ; Food 






                                                  
1  経済発展における農業の貢献は、食糧や工業部門への労働力の供給のみならず、工業製品に対する国内
市場の提供、 農産物輸出による外貨獲得、 税制や金融市場を通ずる貯蓄・資金の移転など多岐にわたる （速




































ンサスの実施という点では失敗に帰した。しかし南北統一後、ドイモイ（đổi mới :  刷新）
による改革路線に転じてから行われた1994 年の農業農村センサス （Tổng Điều tra Nông thôn, 





ンサスを評価するうえでも有益であろう。 ゆえに本稿では 1930 年第 1 回世界農業センサス
の一環で行われた日本の農業センサスの事例をも取り上げ考察を行う。すなわち、この調
査は当初、農業センサスとして企画されたものの、結果的に 1929 年（昭和 4 年）耕地調査
（一種の農地センサス）として、耕地だけの調査に完結してしまったからである。なぜ耕





費用（transaction cost）に類似した考え方といえる。Zarkovich［1966, 6-9］には非標本誤差は 1）不十分な
調査準備によりおこるもの、2）調査中におこるもの、3）データの集計・製表段階でおこるものの 3 段階












  なお、本稿で主に用いる資料として、日本の昭和 4 年耕地調査については東京統計協会
発行の雑誌 『統計集誌』 や、 各種新聞、 また 1930 年世界農業センサスという視点から、 FAO
の前身である万国農事協会（International Institute of Agriculture）が出版した 1930 年世界農
業センサスの報告書が用いられるであろう。ベトナムの 1960/61 年農業センサスについて
はベトナム側で出版された報告書のほか、FAO の 1960 年世界農業センサスに関する報告
書等が利用される。 1994 年のベトナムにおける農業センサスについては調査員マニュアル
といった貴重な資料が用いられるであろう。 
  以下、 第Ⅱ節では、 日本の昭和 4 年耕地調査について 1930 年世界農業センサスとの関連
から本稿独自の評価を試みる。第Ⅲ節では日本の事例との比較検討から、なぜベトナムに





Ⅱ 1930 年第 1 回世界農業センサスと日本の耕地調査 
 
A.  農業センサスの成立過程 
  日本における農業センサスの実施事例に触れる前に、まず農業センサスという統計がい
かにして発展してきたのか概観しておきたい。農業センサスという統計調査がいつ頃から
行われたのかについては定かな記録はないものの、 管見の限り 1840 年のアメリカにおける











                                                  
7  例えば原政司［1980, 154-162］では、政府の財政的理由のため耕地調査のみ行われたとしており、その
ことがふれられた節には「農業センサスの挫折」と名づけている。このことから、原は昭和 4 年耕地調査
に対して、否定的な評価を与えていたことがうかがえよう。 
8  これについてはFAO［1969, 1］を参照。なお万国統計公会は第 1 回が 1853 年ベルギーのブリュッセル
にて行われたが、このときに農業統計の「国際比較」に関する考え方の萌芽が認められる。以後、ここで
の決議をもとにして、 「国際比較」を具体化すべく第 2 回パリ（1855 年） 、第 4 回ロンドン（1860 年）そ
して第 7 回ハーグの会議において議論されていったのである。詳しくは下条康麿［1928］を参照。 
 3  それに従うようなかたちで、 1905 年のはじめからローマの万国農事協会は各国政府に農
業センサスを行うように勧告したものの、統一的な調査基準がなく、結局失敗に終った。
続いて 1920 年に行われた万国農事協会総会の第 1 部会において、 畜産の国際標準分類が提
案され、確かな基準に基づく国際的な統計制度改善のために、それらは適用されたのであ
る。数年後、国際連盟（League of Nations）と国際統計協会（International Statistical Institute ; 
1885 年設立）により任命された専門家委員会の農業部会において、土地面積と畜産のセン
サスは同年に、統一された分類基準で行われることが勧告された。こうした勧告は 1923
年ブリュッセル （Brusels） にて行われた国際統計協会第 15 回総会において決議されるにい
たる







た末、調査票標準フォーマットの初期草稿が作成された。その初期草案は 1926 年 4 月 12
日ローマで開催された統計分科委員会のほか、様々な委員会において議論の後改善され
10、
最終的に 1928 年 10 月の万国農事協会第 9 回総会においてこの調査票標準フォーマットは
決議されたのである。その後、各国政府にこの標準調査票は送付され、1930 年の第 1 回世
界農業センサスとして結実することとなった。 
  以上、第 1 回世界農業センサスにいたるまでの概略を述べてきたが、注目すべき点は第





B. 1930 年第 1 回世界農業センサスと日本の耕地調査 
  1926 年 4 月の専門家委員会などにおいて改善された調査票標準フォーマットは、 世界各
国に送付され、その後、臨時農業センサス計画局の局長エスターブルック（Leon M. 
Esterbrook）も万国農事協会総会が行われる 1928 年までに世界 61 ヵ国を歴訪（日本には
1927 年 8 月） 、調査票標準様式の説明や、調査事項、センサスの組織・方法に関する各国
政府との打ち合わせを行っていった。既に 1925 年 6 月 30 日付けで世界農業センサスへの
参加を表明していた日本も、同時期に農業調査（農業センサス）実施のため農林省と内閣
                                                  
9  詳しくは前掲FAO［1969, 1］や下条康麿［1928］を参照。この決議に際して各国における 1）耕地面積、
2）耕地反別の毎年集計、3）農作物の作況、4）作況表章の共通基準の設定、5）農作物の収穫高、6）家
畜、7）調査結果の表章方法、8）資料の正確性等の事項について、希望や意見が求められた。 
10  例えば、 この世界農業センサス標準様式は、 万国農事協会や国際科学協会の専門委員や総会代表統計専
門委員会などで議論された。なお、世界農業センサス調査票の標準形式にはじまる世界農業センサス実施
に関連した具体的活動については前掲、FAO［1969, 1］や下条康麿［1928］のほか、International Institute of 
Agriculture［1937］も参照されたい。 
 4統計局主導のもとで着々と準備を進めることとなる
11。すなわち 1928 年 1 月に「農業調査
実施計画起草委員会」の設置、1929 年 4 月に農業調査委員会の設置、そして同年 4 月には





農業調査は 1）耕地調査、2）農業生産調査、3）農業経営調査、4）家畜調査の 4 種につい
て行い、1）は 1929 年 9 月 1 日、2）は作物により 1930 年から 1931 年の間に行われ、3）4）









である。 その理由としては 1930 年の国勢調査実施による制約や予算の問題などが指摘され
ているが、我々はこうした否定的な見解のみによって捉えるのは必ずしも妥当ではないと
考える。 すなわち 1930 年世界農業センサスという枠組みで日本の昭和 4 年耕地調査を捉え
なおせば、日本において耕地調査だけでも実施されたことは、むしろ肯定的な評価が与え













                                                  
11  日本における農業調査実施過程については、前掲、下条康麿［1928］に依拠する。なお万国農事協会は
1924 年 5 月の第 7 回総会における世界農業センサス実施の決議を世界各国に照会し、 日本には 1924 年 10
月 14 日に農業センサス実施に関する照会が万国農事協会からあった。それに対して 1925 年 6 月 30 日付
けで世界農業センサス参加を回答したのである。 
12  詳しくは 1928 年 5 月 6 日付『中外商業新報』 「農業調査実施計画の要綱」や 1928 年 3 月 2 日付『大阪






































































































































































  そうした意味では 1930 年に国勢調査を控えながらも、 世界農業センサス標準様式とは異
なる日本の農業発展段階に適した形の調査を主体的につくりあげ、実施したその適応力を
考えれば、初めての農業センサスで耕地調査のみでも日本が行いえたことは十分評価され





























「Agricultural holding（農業事業体） 」とより広い定義に修正されている（Idaikkadar［1979, 89］ ） 。  
14  例えば、 世界農業センサスに参加を望みながら、 できなかった植民地として以下のようなところがある。
すなわちバハマ、リーワード諸島、ウインドワード諸島、フォークランド諸島、レバンス、英領マラヤ、
サラワク、 仏領西アフリカ、 ケニア、 ナイジェリア、 ニアサランド、 西太平洋諸島などである （International 
Institute of Agriculture［1937, 2-3］ ） 。 
15  ここでの主体性とは、農業センサスを行う国、自らが、ある目的のもとに調査を計画・実施する主体で
あるという自覚をもち、その国の事情を考慮して調査を行うということである。 
16  原則として農林統計調査員が当てられ青年団幹部や組合長、 区長などが多かった。 調査員の業務は朝早
く出て 9 月の炎天下に終日実地踏査をするわけであるから容易な仕事ではなかった。 それでも調査員は業
務を忠実且つ正確にこなしたのである。調査員業務の実態については今川退三［1929］などを参照。 
17  農業調査事務打ち合わせや主任会議、統計講習会については『統計集誌』地方通信に詳しい。各県の情
報に関する掲載号は以下の通りである。山形県 1929 年 575 号、奈良県 1929 年 577 号、青森県、宮城県、
栃木県、愛知県、京都府、富山県、三重県いずれも 1929 年 576 号、静岡県、福島県 1929 年 578 号。また
付帯調査は内閣の認可をうけて行うことが可能であり、これも『統計集誌』彙報、地方通信に詳しい情報
が掲載されている。ここであげた各県の情報は『統計集誌』の以下の号に掲載されている。静岡県 1929
年 576 号、山梨県、和歌山県 1929 年 577 号、沖縄県、滋賀県、徳島県、三重県 1929 年 578 号、秋田県、


























     2）表中、「農業調査」とあるのは昭和4年耕地調査のことを指す。
第1表　昭和4年耕地調査における主な業務内容（栃木県）
注 1）ここでは実際に行われた業務内容ではなく、調査計画段階での業務内容である。
Ⅲ  ベトナムにおける農業統計の発展と農業センサスの実施 
 
A. 1960/61 年南ベトナム農業センサスはなぜ失敗したのか？ 
  ベトナムにおける農業センサスの実施は、 日本と比べて歴史も浅く、 また回数も少ない。
第 2 表からもわかるように、管見の限りにおいて歴史上ベトナムで農業センサスが行われ
たのは、ベトナム共和国（Việt Nam Cộng Hòa ;  南ベトナム）時代の 1960/61 年農業センサ
ス、そして 1994 年と 2001 年に行われた農業農村センサスである。ここではそのうち南ベ
トナム時代の 1960/61 年農業センサスを取り上げる。 
  1960/61 年に行われた農業センサスは、先の万国農事協会の後身であるFAO主導の 1960
年世界農業センサスの一環として行われた。その実施においては、したがってFAOの影響
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（ Cục Thống kê Trung
ương）設立
国家計画委員会中央統計局






























     4）仏印水稲局は南北分離後南ベトナムの農業省水稲育成部となった。なおほかにも農務省の多くの部門や経済省統計研究所（Dept of National Economiy, National Institute of
Statistics）なども農業統計の作成に関わった。
     5） 農業農村開発省も坪刈等により稲の産出予想を行うが、統計に関する業務は専ら統計総局に任されている。
     2）1901年～1919年までは資料不足のため、どの機関が農業統計作成を担当していたかは明確ではないが、この時期も各地の報表による業務統計の作成が主だったと思われる。な
お1901年に農商務局、1914年に農商務調査院を農業統計担当機関としてあげているのは、1914年に初めての本格的統計書を発表するブルニエが所属していたためである。
農業農村開発省（ Bộ Nông Nghiệp và Phát Triển Nông
Thôn）設立　注5）
出所）コーチシナ時代：Cochinchine, Comité Agricole et Industriel de la Cochinchine（ed.）［1878］、仏領インドシナ時代：　Indochine Française, Gouvernement Général de l'Indochine
［1900, 1910,1920, 1930, 1940］、Chevalier, A.［1918］、Giacometti, J.D.［2001］、南北分離時代United Nations, ILO and FAO［1959］、Republic of Vietnam, Dept of Rural Affairs
Agricultural Economics and Statistics Service［1964］、現ベトナム：農林統計協会［1998］などを参考に筆者作成。
   3）この時期も農業事業調査局は存在するが、当局の重要人物であるドゥ＝ヴィズムが仏印水稲局に移り、また稲の産出量の推定を主にこの機関が担うようになったため、ここで
は農業事業調査局にかえて仏印水稲局をあげた。













農商務調査院（Inspection-Conseil des Services Agricoles et
Commerciaux）
海上貿易・植民地化・労働統制・経済変動局 第2課
（Direction du Mouvement Economique et Service du




Economie agricole de l'Indochine出版
農業事業調査局の活動としてイヴ・アンリ、モーリス・
ドゥ＝ヴィズム（Maurice de Visme）により行われた農
村調査の記録であるDocuments de demographie et
riziculture en Indochineが出版





statistique de l'Indochine franç aise発表
インドシナ経済局附属総統計部（Direction des Affaires






農商務局（Direction de l'Agriculture et du Commerce）注
2）USOM）の影響が働いていた
18。 
 ゆ え に1960/61 年農業センサスの計画策定および実施の際には、国家統計局（National 
Institute of Statistics）の代表や農業省農業統計経済課（Agricultural Economics and Statistics 
Service of the Department of Agriculture ;  第2図参照） の代表などに加え、 USOMの代表やFAO
の専門家が加わる準備委員会が設立されたのである。 このように海外からの援助の下、 1958
年 4 月 27 日公式記録  No 686-TTP / TTK /1 において大統領の認可を得、南ベトナムで農業
センサスの実行に向けて計画が策定されていった
19。 だがこの 1960/61 年南ベトナム農業セ
ンサスは、結局失敗と評されても仕方ない結果となったのである。すなわちベトナムの状
況を鑑みて調査は 1 ）作物畜産農家調査（Crops, livestock and poultry survey） 、2）プランテ
ーション調査（Tea, rubber, and coffee plantations survey） 、3）ダラット等高原蔬菜栽培調査
（Vegetable farms survey at Darat city and Tuyen-Duc province） の 3 段階に分けて行われたが、




















77 パーセントの村だけであったことがわかる（第 4 表参照） 。この原因としては、Republic 
                                                  
18  既に 1956 年の国際連合視察団による調査でも南ベトナムにおける農業統計の重要性は指摘されていた
が（United Nations, ILO and FAO［1959］ ） 、1958 年から 1960 年にかけてUSOMの金融および技術支援が入
るとともに南ベトナムにおける農業統計作成の動きが強まっていった。1960/61 年の農業センサスもその
流れの中にあったといえよう。 
19 1960/61 年の農業センサス実施の経過等についてはRepublic of Vietnam, Dept of Rural Affairs Agricultural 
Economics and Statistics Service［1964］の序文およびIntroductionに依拠している。 




21  この他、 全数調査が行われたプランテーション調査およびダラット等高原蔬菜栽培調査については、 前



























































































　　      　（1959年4月～1961年12月）
 
of Vietnam, Dept of Rural Affaires［1964, 17-19］の中でふれられているように、共産主義者
など、アメリカ側の影響力が強い調査に抵抗する勢力があったことが大きいと思われる。










                                                  
22  また統計に関する基礎的な訓練を受けた中央の統計専門員は、40 人が調査指導員として各省に派遣さ
れ、農業省農業統計経済課の管理の下業務に従事した。なおプランテーション調査には 56 人、ダラット
等高原蔬菜栽培調査には 89 人が調査員として雇用された。 
23 Sansom［1970, 56］によればAn Giang省などではベトナム独立同盟（ベトミン ;  Việt Minh）の統制力が
働かず小作制度も修正されなかったとある。 
 12b. 1994 年農業センサス：主体的全数調査の確立 
  1960/61 年に南ベトナムにて行われた農業センサスの後、次に農業センサスがベトナム
の歴史上で行われるのは、南北が統一されベトナム社会主義共和国（Cộng Hòa Xá Hội Chủ 
                                                 
Nghĩa Việt Nam）となった後、1994 年のことである。この時期は土地利用権の交換・譲渡・
賃貸借・相続・担保化を認めた土地法制定（1993 年 7 月）など、ドイモイの名の下に経済
改革が進んでおり、1994 年農業・農村センサスは次期 5 ヵ年計画（1996～2000 年）を目前
にして社会経済発展戦略をたてるための農業や農村の実情および潜在能力把握に基礎場報
を提供すべく行われた。すなわちFAOの援助をうけることなく
24、1993 年 11 月 19 日には
農業・農村センサス実施に関する首相決定 568 号（568/TTg）により調査日時（1994 年第 3
四半期初め）や内容が定められると、続く 12 月 18 日には首相決定 568 号
 
第4表　標本調査における調査実施村数





An Xuyên 286 87 35 21 0.40 0.24
Kiến Hòa 879 95 54 27 0.57 0.28
Kien Giang 327 100 71 71 0.71 0.71
Kiến Tường 186 22 16 16 0.73 0.73
Ba Xuyên 680 100 89 82 0.89 0.82
Đinh Tường 963 95 86 84 0.91 0.88
Vĩnh Binh 703 77 70 42 0.91 0.55
Gia Định 491 56 52 52 0.93 0.93
Kiến Phong 195 28 27 27 0.96 0.96
Tây Ninh 371 28 27 26 0.96 0.93
An Giang 504 100 100 99 1.00 0.99
Biên Hòa 274 34 34 34 1.00 1.00
Bình Dương 225 37 37 34 1.00 0.92
Long An  836 83 83 76 1.00 0.92
Long Khánh 101 20 20 19 1.00 0.95
Phong Dinh 414 95 95 90 1.00 0.95
Phước Tuy 284 18 18 18 1.00 1.00
Vĩnh Long 480 80 80 77 1.00 0.96
南部地域合計 8199 1155 994 895 0.86 0.77
Quảng Nam 1140 95 70 70 0.74 0.74
Khánh Hòa 366 24 23 22 0.96 0.92
Bình Định 681 97 97 97 1.00 1.00
Bình Thuận 196 24 24 24 1.00 1.00
Ninh Thuận 121 16 16 16 1.00 1.00
Phú Yên 566 46 46 46 1.00 1.00
Quảng Ngãi 750 79 79 79 1.00 1.00
Quảng Trị 518 37 37 37 1.00 1.00
Thừa Thiên 477 48 48 48 1.00 1.00
中央低地合計 4815 466 440 439 0.94 0.94
出所）Republic of Vietnam, Dept of Rural Affairs Agricultural Economics and Statistics Service［1964］Appendix1を元に筆者作成。
注  1）全村数とは国家統計局から提供されたリストに掲載された村の数を示す。
     2） 調査実施村数は抽出村数のうち実際に調査された村の数を示す。
     3）データ作成村数とは調査がされ、調査票も実際に集計されてデータが得られた村の数を示す。
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第 3 図  調査実施村数の地域差 
出所）第 4 表を元に筆者作成。 
注） 図中の黒塗部分は、 第 4 表における調査実施率が 1.0 （すべての抽出村が調査される） と  な
っている省である。 
をもとに統計総局（Tổng cục thống kê）決定 141 号（141-TCTK/QD）がだされ、農業農村
センサス専門指導委員会（Tổ chuyên viên chỉ đạo Tổng điều tra nông thôn và nông nghiệp năm 
1994）が設立されたのである（第 5 表） 。 
  また調査内容は農村家計の基本情報（家族数や労働者数、耕地面積など ; 付表参照）の
 14第5表　農業農村センサス専門指導委員会
氏名
1N g u y ễn Sinh Cúc
2H ò a n g   Đạo
3L ê  D u y  L ương
4N g u y ễn Hòa Bình
5 Phùng Chí Hiền 統計総局農林水産部専門員
6 Ngô Dõan Gác 統計総局農林水産部専門員
7H ò a n g  V ăn Giang 統計総局農林水産部専門員
8L ương Phan Lâm 統計総局農林水産部専門員
9B ù i  T h ị Tòan 統計総局農林水産部専門員
10 Đinh Dõan Ty 統計総局農林水産部専門員
11 Trần Ngọc Hùng 統計総局農林水産部専門員
12 Trần Tửu 統計総局総局長書記室副室長
13 Vũ Kim Sưởng 統計総局事務局長
14 Dương Danh Tôn 統計総局財務室長
15 Trần Văn Nhi 統計総局統計計算センター教授
16 Tạ Thị Chung 統計総局計算事務局
17 Nguyễn Xuân Thảo 国家計画委員会農林局長
18 Nguyễn Thị Mão 国家計画委員会農林局専門員
19 Nguyễn Văn Tiêm 農業・農産加工省局長
20 Chi Thị Hảo 農業・農産加工省専門員
21 Văn Ngọc Hữu 財務省専門員
22 Hùynh Lý 林業省専門員
23 Nguyễn Thị Yên 水産省専門員
24 Bạch Gia Tế 耕地管理局専門員










  調査員に関する情報はあまり多くはないが、Việt Nam, Tổng Cục Thống Kê［1994］によ
れば、行政村内で雇用され、平野部の 1 行政村約 1000 家計あたり 3 人から 4 人の調査員、
山岳部の 1 行政村約 500 家計あたり 2～3 人の調査員が 1 ヵ月で必要とされた。 
  また調査員は普通中学を卒業した学生、 夏季休業中の教員、 退職した村幹部、 行政村長、
合作社長などがあてられ、農業農村センサス実施に向けて、他記式調査のための訓練をう
け
25（第 6 表参照） 、1994 年 7 月 1 日の調査日に備えるとされた。 
                                                  
25  調査員の訓練に必要とされた日数は以下の通りである。 すなわち中央管理員 5 日、 各省 ・ 直轄都市 （Thành 
phố）の調査指導員 4 日、県（Huyện）の指導員および行政村の調査員 4 日さらにパイロット調査に 1 日と
なっていた。また訓練内容は調査計画、調査票、質問方法、記録法、検査法、速報（集計）に関するもの
















































                                                  
26  他に問題点としてあげられるのは農家（Hộ Nông nghiệp）などに対する定義のあいまいさである。例え
ば、農家の定義は収入の大半あるいは全部を農業から得ているか、家計構成員が労働の大半あるいは全部
を農業に投入している家計というようになっており、明確な数的基準が示されていないのである（Việt 
Nam, Tổng Cục Thống Kê［1994, 62-63］ ） 。 
27  行政村の役割としては、 農業農村センサスに関するスローガンや拡声器などによる宣伝、 あるいは行政




Ⅳ  結論と若干の含意 
 






























も膨大なものとなり、調査そのものの実施に危惧が生じる。日本の場合は、1930 年第 1 回
世界農業センサスの枠組みが日本に適用するには不向きであり、そのまま適用してしまえ
                                                                                                                                                  
















協力を得て初めて可能になると思われる。本稿でとりあげた事例のうち 2 つには FAO（あ
るいは万国農事協会）主導による世界農業センサスの枠組みが関与していた。   




統計の 「国際比較」 の意義を十分検討し、 このディレンマをいかにして解決していくかが、
現在そして今後の農業センサスの大きな課題となっているように思われるのである。 
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付表：Biểu Mẫu Tổng Điều Tra Nông Thôn và Nông Nghiệp 
（1994 年農業農村センサス調査票 :  Việt Nam, Tổng Cục Thống Kê［1994］より一部抜粋） 
 
Phần 1 Hộ, Nhân khẩu, Lao động（第 1 部  家計、人数、労働） 
Phần 2 Nhà ờ và Một số đồ dùng（第 2 部  住居および道具） 
Phần 3 Diện tích đát     （ 第 3 部  土地面積） 
Phần 4 Diện tích gieo trồng một số cây chủ yếu trong năm（第 4 部  年内の主要作物播種面積）  
Phần 5 Chăn nuôi      （ 第 5 部  家畜） 
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